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国の概要 

面積 384 483 km² 

人口 560 万 6944 人（2025 年第 2 四半期：ノルウェー中央統計局） 

首都 オスロ 

教育行政組織  

 国 

教育および研究を管轄する教育研究省（Kunnskapsdepartementet）のもとで，

幼稚園から後期中等教育を管轄する執行機関としての教育訓練局

（Utdanningsdirektoratet）がある。 

 地方 

広域自治体（fylkeskommune）が後期中等教育，基礎自治体（kommune）が基

礎学校および幼稚園を管轄する。広域自治体レベルには，国の代表としての

知事および機関（statsforvalter）も置かれている。 

教育課程基準 

「教科刷新（Fagfornyelsen）」と呼ばれる改革によって，2020 年から改訂ナシ

ョナル・カリキュラム「クンスカプスロフテ 2020（LK20）」が実施されてい

る。カリキュラムは，①総則（全体方針），②教科のカリキュラム，③教科・

時間配分の 3 つから構成される。 

教科書制度  

 教科書の定義 

2023 年に改正された教育法では，「教科書（lærebok）」の定義がなくなってお

り，「教材（læremiddel）」の定義が示されている。教材とは，「教育のために

開発され，教育において定期的に使用され，教科のカリキュラムの重要な部

分を網羅する，すべての印刷物，非印刷物，デジタルな要素のことを意味す

る（§15-3）」。 

 発行主体 通常，出版社が発行している。 

 
国定，検定，認

定などの制度 

検定制度（godkjenningsordning）が 2000 年に廃止されてから，自由発行制。

教育訓練局は，学校・出版社が参考にできる教材の質評価ツールを策定した。

現在，ノルウェー語，英語，数学の教材のためのチェックリストがある。 

 
採択・選定など

の制度 

学校設置者（自治体等），学校管理職，教員のうち，学校管理職が主導し教員

を巻き込んだ共同的なプロセスで決定する場合が最も多い。続いて，教員チ

ームからの提案，個々の教員からの提案で決定する場合がある。 

 使用義務の有無 

教科書の定義が教育法から削除されたため，教科書の使用義務はないと考え

るのが妥当である。ただし，どのような教材を使用するかについては規定が

ある（正書法が適用されていることやノルウェー語の 2 つの書き言葉である

ブークモールとニーノシュクの両版があるもの等）。 

 有償・無償 
教育法の規定により，基礎学校および後期中等教育においては教科書・教材

は基本的には無償である（教育法§2-5, §5-8）。 

 給与・貸与 
法的な規定があるかは未確認であるが，通常，教科書・教材は学校設置者／

学校所有であり，生徒が在籍中に無償貸与される。 

 教科書の特色 
近年では，出版社は紙媒体の教科書とデジタル教材やプラットホームを含め

た「教材セット（læreverk）」を販売している。 

デジタル教科書の状況 

2020 年のカリキュラム改定（「教科刷新」）の前後には，国はデジタル教材の

開発や購入に力を入れていた（デジタル教材開発に対する補助金，デジタル

教材購入に対する補助金の提供など）。学校では，通常印刷された教材とデジ

タル教材の両方が使用されている（2021 年時点）。一方で，2024 年以降は，

バランスのとれたデジタルおよびスクリーンの利用について国が様々な勧

告を行っている。 




